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日本同様、中国では高齢化が進んでおり2012年以降、労働人口は減少に転じています。
今回の北京便りでは、天津で起こった新しい戸籍政策に伴う混乱を引き合いに、
中国都市間で起こっている人材争奪戦の様子をご紹介します。
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年後半以降のマーケットを読む

１．はじめに
　今年もすでに半年が経過したが、株式、為替市場など世界のマーケットは、依
然として不安定な動きを続けている。言うまでもなく、その最大の原因は、米国
トランプ大統領が次々と繰り出す保護主義的な措置に対する懸念の高まりだ。米
国ＦＲＢがバランスシートの縮小と段階的な利上げを着実に進める一方で、トラ
ンプ大統領は大規模な減税やインフラ投資といった景気拡大策と同時に、ＴＰＰ
からの離脱、ＮＡＦＴＡ協定の見直し、対中制裁関税の実施表明など世界全体の
景気、企業業績を悪化させかねない措置を公然と打ち出している。市場は、いよ
いよその本気度と影響度の大きさを真剣に見極めなければならないステージに差
しかかっている。以下では、今年前半のマーケット動向および、その変動要因を
チェックした上で、年後半から来年にかけてのマーケットを展望したい。

２．年前半のマーケット動向
　まず日米の株式相場と為替相場の動きを振り返ってみると、米国株価（ＮＹダ
ウ）は、年初に２万６，６１６ドルのピークを付けた後、２月初旬に２万３，８
６０ドルまで急落。その後持ち直しに転じたかに見えたが、３月下旬にかけて２
万３，５３３ドルまで再び大きく下落、ピークからボトムまでの下落幅は▲３，
０８３ドル（▲１１．６％）に達した。株価は、その後緩やかな持ち直しに転じ
たものの、６月中旬以降、再び下落基調に転じ、足下では２万４，７７６ドルに
やや値を戻している。ボトムからの上昇幅は１，２４３ドルで下落した分の４割
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程度の戻しに止まっている。

　一方、日本株（日経平均）は、年初（１月下旬）のピークである２万４，１２
４円から短期間で２万１，０００円割れ寸前まで下落。その後、持ち直したかに
見えたが、米国株の再下落に伴い、３月下旬には２万６１７円まで再下落。ピー
クからボトムまでの下落幅は▲３，５０７円（▲１４．５％）と米国株を上回っ
た。この間、円ドル相場はリスク回避の円高が続き、１ドル１０４円台まで上昇
した。株価は、その後持ち直しに転じたが、６月中旬以降、再下落に転じ、足下
では２万２，０００円台に値を戻している。ボトムからは、１，６６０円上昇し
ているが、下落幅の４７％を取り戻したに過ぎない。日本株の戻り幅が米国株を
上回っているのは、４月以降、円ドル相場が円安方向に反転したためだが、最近
では１１０円前後で推移しており、株価も為替も方向感の見えにくい状況にあ
る。

　以上のように、日米株価は年初からの急落以来、上昇と下落を繰り返す一進一
退の状況から未だ脱し切れていない。

３．日米株価の変動要因が変化
　この半年間の日米株価の変動要因を大雑把に整理すると、１月下旬から２月初
旬にかけての下げ（第１段階）は、米国のインフレ懸念と長期金利の上昇による
ものだった。その後、インフレ懸念は燻り続け、米長期金利も一時３．１％台に
乗せたが、現在では２．８％台で安定した推移を辿っており、インフレ懸念は一
旦鎮静化している。今年のＦＲＢの利上げ予想も当初の年３回から年４回に引き
上げられたものの、市場はかなりの程度織り込んでおり、利上げ加速懸念で相場
が下落する状況ではなくなっている。

　３月下旬にかけての２番底となる下げ（第２段階）は、トランプ大統領の保護
主義的な動きが主因だ。３月８日に鉄鋼に２５％、アルミニウムに１０％の輸入
関税を課す大統領令に署名した時は、関税対象製品の輸入規模が３０億ドルに止
まったため、市場にはさほど大きく影響しなかったが、３月２２日に中国製品５
００億ドルに対して知的財産権侵害の制裁関税２５％をかけると宣言して以降、
米中貿易戦争勃発の懸念が一挙に高まった。その後、米中間で通商交渉がスター
トし、市場では何らかの妥協が成立するのではないかとの楽観ムードが浮上し、
株価は一旦持ち直したが、中国側の輸入拡大策に米国側は満足せず、米中間の
ディールは成立しなかった。６月中旬以降の下げ（第３段階）は、米国が６月１
５日に５００億ドルの対中制裁関税の一部（３４０億ドル）を７月６日に発動す
ると発表、さらに１８日に新たに２，０００億ドル相当の中国製品に１０％の制
裁関税を検討するようＵＳＴＲ（米通商代表部）に指示したことで始まった。７
月６日には実際に８１８品目、３４０億ドルを対象に制裁関税が発動され、さら
に２週間以内に残りの１６０億ドルについて詳細を公表すると発表。中国も５４
５品目、同規模の報復関税を発動すると宣言。トランプ大統領は、今後の中国の
動き次第では、中国からの全輸入品の額に相当する５，０００億ドルに対して制
裁関税を課すと警告したため、米中貿易戦争がいよいよ現実化するとの懸念が高
まった。

　足下で日米株価はやや値を戻しているとはいえ、この第３段階の下げがまだ終
わったとは断言できない。市場はいよいよ米中間の制裁関税と報復関税の掛け合
いによって、今後、どの程度、景気や企業業績にダメージが及ぶかに関心が移り
始めている。とくに顕著な影響が出ているのが、中国株安と人民元安だ。１月の
ピークからの下落幅は▲２２％にも及び、米中摩擦の激化が意識されて以
降、▲４００ポイント（▲１２％）以上の下げとなっており、足下やや反発して
いるが、完全に下げ止まったのかどうかは判然としない。人民元も４月以降、大
幅に元安に振れており、対ドルレートは１ドル６．６元台まで下落している。人
民銀行は、預金準備率を４月１７日に１％ポイント、６月２４日には０．５％ポ
イント引き下げており、株安や景気減速への対応を鮮明にしている。人民銀行
は、債務返済や債務の株式化奨励によるレバレッジの引下げを目的としていると
表明しているが、米中摩擦激化による景気悪化を視野に入れていることは間違い
ない。人民銀行は、米国が５００億ドルの制裁関税を実施すれば、経済成長率
が▲０．２％ポイント低下するとの試算を公表している。米中貿易戦争がエスカ



 

レートして、中国経済のダメージがより大きく顕在化すれば、日本企業への影響
は免れ難く、中国株や人民元相場の行方は、日本株にとっても新たな懸念材料と
なろう。

　こうした懸念は、中国だけでは済まない。米国でも７月の雇用統計は堅調だっ
たとはいえ、景気減速を示唆する指標も出始めており、市場は世界経済の拡大に
ピリオドが打たれるリスクを意識し始めている。この点については、今後の展望
で詳しく述べたい。

４．年後半以降の相場展開をどうみるか
　以上のようにみると、年後半以降の相場展開を予想する上で重要なファクター
は、（１）米中貿易戦争の帰趨、（２）米国、欧州、中国など世界経済の景気後
退リスク、（３）日米欧の金融政策と円ドル相場の行方の３点だ。それぞれが相
互に関連しているため、非常に先行き不透明感が強いが、リスクシナリオも含め
て予想してみよう。

　第１に、米中貿易戦争の帰趨については、少なくとも１１月の米中間選挙ま
で、米中間の溝が埋まることはないとみておく必要がある。このため、貿易摩擦
がちょっとしたきっかけでエスカレートするリスクを常に孕む。他方、トランプ
大統領は、中国との決定的な対立も避けようとするだろう。現在、トランプ大統
領の支持率が回復の兆しを見せているのは、中国や日本など貿易黒字国に対する
断固たる姿勢が好感されているためだ。５００億ドル規模程度の制裁関税なら、
中国の報復も含めて、米国経済や米国企業の業績に与える影響は限定的だと踏ん
でいるため、トランプは強気の姿勢を貫いている。ただし、５００億ドルを超え
て追加で次々と制裁関税を導入した場合には、無視できない影響が生じることは
間違いない。株式市場はそのリスクがどの程度あるのかを慎重に吟味し始めてい
る。トランプ自身も、株価が底を抜ける形で下がるような措置は、実際には取ら
ないと読むべきだろう。中間選挙まで、ギリギリのブラフをみせて中国側の譲歩
をさらに引き出す戦略だ。このようにみると、１１月までは株価が大きく反転上
昇する材料は見いだせない一方で、一段の大幅な下落は何とか回避するとのシナ
リオが最も蓋然性が高い。

　ただし、注意を要するのは、すでに５月２３日に商務省に検討を指示している
安全保障を理由とした通商拡大法２３２条に基づく、自動車・自動車部品関税を
現行の２．５％から２５％へ引き上げる措置だ。これは３，６００億ドルを超え
る規模からいって、鉄鋼やアルミニウムの比ではない。自動車輸出の４割に相当
する年間１７０万台（４兆６，０００億円）が米国向けとなっている日本企業に
とっては大打撃となることは確実で、関税率は２２％（１．２５／１．０２５）
の上昇率となり、日本メーカーが価格転嫁で対応した場合には、米国の消費者に
とっても打撃は大きい。トランプの真の狙いは、ＮＡＦＴＡ再交渉でメキシコ、
カナダからの譲歩を勝ち取ることや日米間の２国間自由貿易協定（ＦＴＡ）につ
なげることにあるとみるが、警戒は怠れない。

第２は、世界経済の景気後退リスクをどうみるかだ。６月１２・１３日のＦＯＭ
Ｃ議事録では、米国経済がリセッション（景気後退）に陥る可能性について議論
が交わされた。景気そのものの先行きに関しては、一部に懸念する意見もあった
が、大勢として景気の底堅さに自信が示された。一方で、通商政策を巡る先行き
不透明感とリスクの高まりに対する懸念が示された。また、市場の関心が高い長
短金利差（＝１０年物国債利回り－２年物国債利回り）の動向を引き続き注視す
ることが重要との見解も示された。これは、過去、長短金利差が逆転してマイナ
スになると平均１年程度で景気後退に陥るという経験則を指すが、現在、長短金
利差は０．３％を割り込んでいる。これは、長期金利が上がらなければ、あと２
回の利上げで、すなわち早ければ年内にも金利差がマイナスとなることを意味し
ており、２０１９年末から２０２０年にかけて景気後退リスクが高まることを示
唆している。また、ＦＦ金利が中立水準とされる２．９％を超えて金融が引き締
めスタンスになるには、少なくともあと４回の利上げが必要だが、ＦＯＭＣメン
バーの平均的な見通しをベースにすれば、来年半ば以降、景気減速圧力が加わる
ことになる。もちろん、米中貿易戦争が激化する場合には、経済に与える影響を
勘案してＦＲＢが利上げペースを遅らせる可能性はある。



　他方、中国株価の下落に示される通り、その影響が中国経済に対してネガティ
ブに作用することは間違いない。中国政府にとって株式市場は完全に制御でき
ず、金融緩和によって株価や景気を下支えしようとすると、ドル高・人民元安、
大量の資本流出という深刻なジレンマに直面しかねない。取り得る手は、再び財
政支出を拡大することしかないが、その場合、過剰債務の削減、デレバレッジと
いう構造改革に逆行するというジレンマにも直面する。中国国家情報センターの
予測では、本年下半期の実質成長率は６．６％に鈍化するという。鈍化の程度は
深刻ではないにせよ、資産価格の下落が株価だけに止まらず、不動産価格に波及
する場合には、予想以上の景気減速を覚悟しなければならない。当局が最も恐れ
るシナリオは、人民元安加速に伴う資本流出が不動産価格の下落に跳ね返ること
だ。現時点で、そこまでのリスクは小さいとみられるが、警戒は怠れない。

　第３は、日米欧の金融政策と円ドル相場の行方だ。米国は、着実かつ段階的な
利上げを目指しているが、市場はすでに来年半ば以降での利上げ打ち止めの可能
性を織り込み始めている。このため、円ドル相場は、１１０円を超える大幅な円
安に中々ならない状況にある。トランプ大統領の保護主義的動きがエスカレート
しかねない懸念も円ドル相場の頭を抑える要因となっている。他方で、ＥＣＢが
年内に資産購入（量的緩和）を終了することは、来年秋頃に利上げを開始すると
の予想と相まって、ユーロ高・ドル安要因となっており、間接的な円高圧力にな
り得る。もっとも、トランプ大統領の保護主義圧力の強まりは、現時点で目立っ
て円高・ドル安に作用していないことも事実であり、日本の大規模金融緩和の長
期化と欧米の金融政策の基本的方向性の違いが円高加速の歯止め要因となってい
ることにも留意する必要がある。結論的には、日銀の金融政策の転換が意識され
ない限り、円高圧力は封じ込められ続けると予想する。この点での株価下落リス
クは小さいと判断されるが、他方で、人民元安に象徴される通り、ドル高・新興
国通貨安が進む結果、中国・新興国の株安が世界的な株価下落の引き金になるリ
スクには注意が必要だ。

　これら以外にも、北朝鮮リスクや中東リスクなどの地政学リスク、欧州政治の
混乱など不確定要素が少なくないが、本論では、敢えてこれらの要因は中立要因
とみなして、具体的な株価シナリオを描いてみよう。

５．結論：　３つのシナリオ
　以上の見方をベースとして、今年下半期以降の日米株価の行方について、３つ
シナリオを現時点で筆者が考える確率とともに示そう。

　第１は、年後半から来年にかけて日米株価は徐々に上昇基調を取り戻すとのシ
ナリオだ。米中貿易戦争は、中国側の大幅な譲歩により、最悪の展開を免れる。
このため、米中経済への影響は限定的に止まり、世界経済が景気後退に陥るシナ
リオは、水際で回避される。円ドル相場も一定のレンジ内（１０７～１１２円）
を大きく逸脱することはなく、安定が維持される。何よりも、実体経済と企業業
績は底堅い回復を続け、ＰＥＲ（株価収益率）でみた株式の割安感が続くことも
株価上昇要因となる。ＮＹダウは来年央には２万６，０００ドル、日経平均は２
万４，０００円台に乗せる。このシナリオの確率は、３５％とみる。

　第２は、米中貿易戦争がエスカレートし、実体経済や企業業績に深刻な影響を
及ぼすシナリオだ。世界経済は、米国、中国経済の悪化を引き金として２０１９
年に景気後退に陥る。この場合、リスク回避の円高が進行し、円ドル相場は１０
０円突破を目指すことになる。株価は、再び下落基調が強まり、これまでの最安
値を更新する。ＮＹダウは２万３，０００ドル割れ、日経平均も２万円割れとな
るシナリオだ。確率は、２５％とみる。

　第３は、今年前半のような一進一退の相場展開が長期化するシナリオだ。米中
貿易摩擦は、一向に解決の糸口がつかめず、米中間の通商交渉は泥沼化、長期化
する。市場は次第にそうした展開を織り込むため、一段の大幅下落は回避される
ものの、あく抜け感はなかなか生じない。世界経済も景気後退は回避するが、減
速感が強くにじむ展開が予想される。円ドル相場は、かなり振幅の大きな展開と
なり、再び１０５円割れも十分あり得るが、１１５円までの円安・ドル高も生じ
得る。その度に、株価は大きく振幅するだろう。ＮＹダウは２万３，５００ドル



～２万５，０００ドル、日経平均は２万１，０００円～２万３，５００円の範囲
内で上下動を繰り返す展開だ。このシナリオの確率は、４０％とみる。

６．おわりに
　いずれにしても、下半期以降の株価動向について、過度に楽観的にみることは
禁物だ。世界経済は、景気の成熟化に伴う景気後退リスクと保護貿易主義のエス
カレートという二重のリスクを抱えながら、当面は比較的安定した成長を続けよ
う。それでも、景気後退が永遠に訪れないということはあり得ない。先行きを過
度に悲観視する必要はないが、リスクに対する備えは欠かせないといえよう。
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ヘルステックからウェルネステックへ：デジタル技術活用によるQOL向上

　治療アプリの薬事承認、遠隔診療の保険点数適用等の規制緩和など、健康・医
療分野におけるデジタル活用が活況を呈している。医療データの共有・連携は欧
米諸国に比較して後れを取っているものの、日本でも超高齢化社会における多様
な健康課題と膨らむ医療費に対峙するためには、デジタル・ソリューションを効
果的に活用することが欠かせない。
　人工知能によって利活用できるデータの数と幅が飛躍的に広がったことで、疾
患の予知・予防、治療計画の精度が格段に向上すると期待できる。疾病罹患予測
の精度を上げるためには、医療現場に加え、日常行動のレベルで健常人を対象と
したデータ（リアルワールドデータ）の収集・活用が欠かせないが、負担が少な
い測定技術や継続的に取得できる方法として画像認識や音声認識等も実用化され
つつある。

　さらに、高齢者市場におけるデジタル技術を活用したソリューション領域“ウェ
ルネステック”も期待できる。従来の医療・健康領域におけるデジタル活用（ヘル
ステック）に比較して、対応する健康課題の範囲が広いことが特徴である。例え
ば、高齢者の重要な健康課題の一つに、「フレイル（Frailty）」がある。フレイル
は、「体重減少」「握力」「歩行能力」「活動力」「倦怠感」を心身状況の変化
に即して診断するが、「社会とのつながり」や「コミュニケーション」が症状に
大きな影響を与えることが分かってきた。このように、病気判断におけるデータ
利活用にとどまらない視点でのアプローチが生まれてきていることも興味深い。

　認知症における適用事例とその効果が好例だろう。フランス発の認知症ケアと
して知られる「ユマニチュード（Humanitude）」は、認知障害を持つ高齢者に対
して、４つの動作「見る」「話しかける」「触れる」「立つ」を高齢者が心地よ
くなるように行うことで、認知症の症状を和らげる効果が確認されている。ま
た、過去の懐かしい思い出を話すことも精神状態を安定させ、認知機能改善に効
果がある（「回想法」という）。こうした適用例は、将来のデジタル技術にとの
親和性がすこぶる高い。既に、「ユマニチュード」を介護従事者にガイドす
るAIアシスタンスや、回想法を取り入れたＶＲコンテンツを提供しているスター
トアップ企業が誕生している。

　医療・健康分野でのデジタル活用が進むためには、健康を広義に捉え、重要な
領域でエビデンスをどう獲得していくかにかかっている。人と人との対話でさえ
重要なデータとなり得るのだ。人間に対する丁寧な観察と、それを軸としたアプ
ローチが今、求められる。

中国における人材争奪戦

http://www.jri.co.jp/page.jsp?id=25504
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　５月１６日、天津市政府は「海河英材」行動計画を発表しました。天津市の戸
籍を取得するための条件がかなり緩和されたことが注目されています。この行動
計画では、４０歳未満の大学生、４５歳未満の修士や博士号を持っている人な
ら、身分証明書、学位証明書を示して申請をすれば、天津市の戸籍をもらえると
したのです。５月１６日の発表当日から、１９日に計画見直しが発表された、わ
ずか４日間で、北京や河北省、山東省といった周辺地域から数万人が天津市に殺
到し、徹夜で列を並んで申請する事態となりました。政策策定者の予想をはるか
に超えた事態になり、また従来からの天津市民からの疑問の声も出て、結局、計
画は見直されることになりました。

　中国では、戸籍が「居住地の証明」以上の意味を持ちます。戸籍にはさまざま
な「特権」が付随しています。例えば、小学校入学、大学入試、不動産購入など
で、どこの戸籍を持つのかが結果を左右することになります。直轄市としての天
津市の戸籍はそのバリューが高く、これまでは天津市戸籍を取得する条件は厳し
いものでした。天津市の戸籍のメリットを具体的に紹介しましょう。一つ目は子
供の教育です。天津市は直轄市として、大学入試での合格点数が地方都市より優
遇されています。天津籍を持っていれば、地方都市の学生より低い点数でよい大
学に進学することができるというわけです。二つ目は不動産の購入です。現在、
全国規模で不動産購入の制限がかけられています。天津市の戸籍を持てば北京に
近い天津市で不動産を購入できることになり、不動産価格が北京よりも割安であ
ることも相まって、特に北京の戸籍を持たずに北京で働く人には大きなメリット
があります。三つ目は直轄市である天津は、病院や学校をはじめとした公共サー
ビスの水準が高いことです。このように、天津市の戸籍は実に魅力的なのです。

　一方、このような現象は天津に限ったことではありません。最近、人材争奪戦
が各都市で繰り広げられているのです。例えば、武漢市は「百万の人材を武漢に
定着させる」計画で、「コミュニティ公共世帯」「人材住宅券」などの制度を作
り、さらに「大学生が市場価格の２０％以下の価格で住宅を買える」という優遇
策も打ち出しています。成都市は「人材に対する１２の新しい政策」を公表し、
「まずは住宅の問題を解決し雇用する」と宣言しました。西安市は「海底（手へ
んに労）式」（火鍋のレストランで、行き届いたサービス提供することで有名。
よいサービスを提供するとの意味である）なサービスを実施し、人材を引き留め
ようとのスローガンを打ち出しました。

　最近の人材争奪戦は、上記武漢や成都、西安などのような省都所在都市を中心
としています。また、争奪の対象は「大学卒で、４０歳以下の人」という共通点
を持っています。２０１８年に全国で８２０万の大学卒業生がおり、これらの大
学生にいかに自分の都市に来てもらうか、それが地方政府にとっての重大な政策
目標となっているようです。北京・上海・広州・深センと違い、省都所在都市
は、国家戦略によってもたらされる開発機会も多いため、人材確保は喫緊の課題
なのです。また、人材を獲得することで、都市の活性化と発展を促進させること
が可能になり、一石二鳥の効果があります。

中国では１５～５９歳の労働年齢人口が２０１２年から減少し始めました。世界
銀行が発表したレポートによると、２０１０～２０４０年までに中国は９０００
万人の労働人口が減少すると警告しています。２０１６年より中国政府は全面的
に二人っ子政策を始めたものの、必ずしも効果はまだ目に見えるかたちでは現れ
ていません。

　労働人口が減っていく中で、労働コストが大幅に上昇すれば、経済競争力に大
きな影響を及ぼします。また年金と医療費の負担問題が政府に突きつけられま
す。逆に、多くの若者を迎え、就職先を創出できれば、結果的に消費を促進し、
最終的には財政収入と社会保障基金の収支を改善することにつながるのです。

　人材争奪の目的は、不動産を購入してもらうためだという見方は短絡的です。
少子高齢化が始まる中国では、いかに人材を獲得できるかは、おのおのの都市の

http://www.jri.co.jp/page.jsp?id=17834


繁栄と発展に関わる死活の問題になりつつあるといっても過言ではありません。
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次世代農業の“芽”

第１０回　農機の革新とＩｏＴニーズの変容

　先日、オランダのアムステルダムで行われたＩｏＴ　ＴＥＣＨ　ＥＸＰＯ　Ｅ
ｕｒｏｐｅ２０１８という展示会・セミナーに参加した。会場では、農業分野を
含めた多様なＩｏＴプレーヤーと意見交換を行うことができた。その中で、これ
まで特定地域でサービスを成功させ、一定の成果を生み出しているＩｏＴプレー
ヤーでも、さらなる事業拡大にあたり資金調達が難航しているという話を多数耳
にした。彼らのサービスは、総じてデバイスで収集したデータをクラウド上に記
録し、視覚化する、もしくは分析結果を提供するというシンプルで汎用的なもの
である。一方、投資家が重視するのは保有される情報の価値やその情報の展開可
能性である。デバイス側が「ただデータを吸い上げる」だけの機能にとどまるも
のは、発展可能性が限定的であると見なされ、魅力をアピールできないようだ。

　反対に、多くの人の関心を集めているのは、エッジコンピューティングを取り
込んだサービスのようだった。エッジコンピューティングは、末端側でリアルタ
イムに高度な分析・処理を行うことで、クラウド側に送る情報を絞りこみ、クラ
ウド側で長期的に膨大なデータセットを伴う処理を高速かつ効率的に行うことを
可能にするネットワーク構成のことである。セミナーでは、製造業やスマートシ
ティといった分野の先行事例が盛んに取り上げられていた。

　農業分野においては、すでに製造業に倣ったＩｏＴサービスが台頭しており、
安価で手軽なデバイスを活用したサービスへの需要が顕在化している。製造業と
比べひとつの経営体が負担できるコストが限定的だという特性を有する農業分野
では、従来のシンプルで手軽なサービスへの需要はこの先もまだまだ堅調に見え
る。一方で、最近立て続けに発表されている大手農機メーカーによる自動運転技
術搭載の農機の市場投入計画（注１）からは、農業分野においても近い将来、
エッジコンピューティングを活用したＩｏＴサービスの実用化が進む兆しを感じ
る。今日の農業にもはや不可欠の農機の革新により、農業現場ではこれまで以上
に省力化・省人化対応が進むだろう。特に遠隔での圃場管理は本格的なものとな
り、これまで農業者が圃場にて直接実施していた作物や土壌の状態等のモニタリ
ングがシステムに代替されると考えている。これに伴い、今後は従来のシンプル
なＩｏＴサービスよりも、複合的な機能を持つＩｏＴサービスの需要が高まって
いくのではないだろうか。このような潮流にあって、収集されるデータの数が飛
躍的に増えることに対応するエッジコンピューティングの技術が鍵を握る。２０
１８年度は、製造業等のこれまで実績のあるプレーヤーの動向に注目すると同時
に、具体的なサービスモデルの想定される活用シーンも検討していきたい。

（注１）業界売り上げ大手のクボタは、すでに２０１７年度に自動運転技術搭載トラクターの試験
販売を開始しているが、２０１８年１２月に今度は自動運転技術搭載コンバインを発売する予定。
またヤンマーは２０１８年１０月、井関農機は２０１８年中に自動運転技術搭載トラクターを発売
する予定。

この連載のバックナンバーはこちらよりご覧いただけます。

　　　このメールは創発戦略センターメールマガジンにご登録いただいた方、シンポジウム・セミナーなどにご参加
　　　いただきました方、また研究員と名刺交換した方に配信させていただいております。

【発行】 株式会社日本総合研究所　創発戦略センター
【編集】 株式会社日本総合研究所　創発戦略センター編集部

〒141-0022　東京都品川区東五反田2丁目10番2号
東五反田スクエア

http://www.jri.co.jp/page.jsp?id=28211
https://www.jri.co.jp/column/industry1/



TEL：03-6833-0900　FAX：03-5447-5695
＜配信中止・配信先変更・配信形式変更＞

https://www.jri.co.jp/company/business/incubation/mailmagazine/privacy/

※記事は執筆者の個人的見解であり、日本総研の公式見解を示すものではありません。




https://www.jri.co.jp/company/business/incubation/mailmagazine/privacy/

	ローカルディスク
	創発 Mail Magazine


